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　近年、人と人とのつながりが希薄化し、住民が地域活動に参加する機会の減少や動機が薄れ

てきています。更には、自治会などの会員や行事への参加者の減少、役員の担い手不足などに

より、子育てや教育、地域の安心・安全や環境対策など、これまで地域コミュニティにより育

まれ支えられてきた地域社会※１の絆が失われつつあります。

　このような中にあっても、本市では、それぞれの地域において市民主導による活動が継続し

て行われ、更には、共通した関心ごとにより結びついたボランティア市民活動が広まり、市民

の知恵と工夫で地域社会を変えようとする流れが起きており、このような活動を活発化させる

ため、「自助」・「共助」・「公助」※２を基本とし、市民と行政との協働※３によるまちづくりに

取り組む必要性が問われてきています。

　このような状況の下、本市では、嗔嚔嘆徑滲G汲嫻鑚阯刀（以下、「自治基本条例」という。）

を平成１９年７月に施行し、「市民が主役の市民自治の確立」を基本理念に掲げ、その中で、自

分たちの地域の課題については、自らが考え、自らで取り組み、豊かな地域社会を創造してい

くことがうたわれており、この理念に基づき、行政主導の公共運営の仕組みを見直し、地域社

会を構成するさまざまな人の参画と協働によるまちづくりを進めています。また、平成２３年

３月に策定された第２次行政改革大綱では、重点項目として、自治の基盤が脆弱になりつつあ

るコミュニティの危機的状況を正面から捉え、地域社会の絆を再生するための仕組みづくりを
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※１地域社会…一定の地域的範域において形成される人々の社会生活のまとまり。

※２「自助」・「共助」・「公助」…「自助」は自分ができることは自分で行うこと、「共助」は市民同

士が支え合うこと、「公助」は行政が支え合いの基盤づくりや地域活動を支援すること。

※３協働…共通の目的を実現するために、それぞれが自らの役割を認識し、共に知恵を出し合い、共

に取り組んでいくこと。

進めていくことが示されました。

　このような現状を踏まえ、地域コミ

ュニティの将来のあるべき姿を明らか

にし、市民と行政が共通の目標に向か

って進むための指針となる地域コミュ

ニティ基本計画（以下、「基本計画」と

いう。）を策定し、絆と地域力再生によ

る協働のまちづくりの実現に向けた道

標とするものです。
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　自治に関する基本的な理念や市政運営の基本

的事項などを定めたもので、市の条例や計画な

どは、原則として自治基本条例の規定に適合す

るように制定または運用されることとなってお

り、四国中央市の憲法と言えます。

どは、原則として自治基本条例の規定に適合す

るように制定または運用されることとなってお
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　地域コミュニティの主体はそこに住む人たちであり、さまざまな団体や個人の意見を取り入

れる必要があると考え、市民で構成される地域コミュニティ検討委員会（以下、「検討委員会」

という。）を組織し審議を行いました。検討委員会の審議の中では、課題の抽出や課題に対する

解決策、基本計画の内容などを検討し、地域コミュニティの実態に即した提言をいただき、そ

れを尊重し計画づくりを行いました。

　また、地域コミュニティの活性化には ､行政からの支援が必要であるため、市職員で構成す

る地域コミュニティ活性化事業庁内推進プロジェクトを組織し、地域コミュニティへの支援策

を主に検討し、検討委員会と情報を共有しながら協働により計画を策定しました。なお、地域

の現状把握を行うため、市民意識調査などを行い、タウンコメント※６を経て策定しました。
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　基本計画における「地域」と「地区」の使い方は、

以下のとおり定義します。

地域…市域全体に対し、何らかのつながりや関

係性を持った一部の区域を指します。

地区…公民館単位の区域を指します。

※６タウンコメント…行政による規制の設定や改廃、事業の実施に当たり、行政機関が原案を公表し、

市民から意見や情報の提出を求め、その意見などをもとに検討後最終意思決定を行う制度。一般的に

はパブリックコメントと言うが、本市では自治基本条例でタウンコメントと名付けている。



　一般的にコミュニティとは、一定の地域に居住し、共同、帰属意識を持つ人々の集団のこと

とされており、自治基本条例では次のように定められています。
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第２条　

(5) 1054603429'94　市民が互いに助け合い、地域をより良くすることを目的として形成され

たつながり、組織または集団のことを言います。

【自治基本条例逐条解説】

　地域をより良くすることを目的に結成された集団、組織やそのつながりすべてのものを言い

ます。営利を目的として活動する企業組織であっても、本号の趣旨による活動を行う場合は、

この条例でいうコミュニティに含まれます。具体的には、自治会、町内会などの地縁による団体、

NPO法人※７、ボランティア団体などの目的団体、農業協同組合、青年団、婦人会などの公共

的団体などのほかに、地域の美化活動や防災活動などに取り組む小グループによるサークルや

集団など、本号の趣旨に適するものはすべて含むこととしています。

ボー1054603429'94ランド

第 11条　市民は、コミュニティ活動の重要性を認識し、その活動に積極的に参加するよ

う努めます。

２　市は、コミュニティの自主性、自立性を尊重し、その活動の連携及び強化を図るため、

必要な施策を講じるよう努めます。　

【自治基本条例逐条解説】

　豊かな地域社会を築いていくためには、市民相互の交流や地域活動への参加など、市民一人

ひとりの潜在意欲を引き出し、相互のつながりや活動の輪を広げ、その中から身近な地域の課

題を市民自らが解決する自治そのものの力を高めることが重要です。コミュニティは、地域の

問題解決に資するもの、地域の親睦を深めるものなど地域をより良くする目的で形成されたも

のであることから、地域社会また市民自治には欠かすことのできない団体です。そのため、地
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※７NPO法人…NPOとは非営利組織と言われ、営利を目的とせず、公益のために活動する民間団体

の総称。１９９８年１２月より ｢特定非営利活動促進法 ｣いわゆるＮＰＯ法が施行され、法人格をも

つことができるようになり、その場合は特定非営利活動法人（通称「ＮＰＯ法人」）と称する。
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　冒頭に述べたように地域社会を取り巻く環境は大きく変化し、その結果、防災、防犯、環境、

福祉、教育などの地域課題も多様化しており、特に防災については、本市にも多大な影響が想

定される東南海・南海地震への対応が喫緊の課題となっています。

　一方、人口減少・高齢化などを背景とし、自治体の運営は非常に厳しい状況にあり、行政の

みで多様化している地域課題を解決することは困難になってきているため、地域課題に対応す

る方法を改めて考える必要があります。

　これまでは、一人ひとりの生活は、身近な家族で支え合ってきましたが、今後は、一人暮ら

しの高齢者を地域コミュニティで見守ることなどが期待されています。また、少子化が進む中、

安心して子どもを育てられる環境が重要となり、地域コミュニティを活用した子どもを育てる

仕組みづくりも期待されています。

　このように、多様化する地域課題に対応し、また、地域づくりの担い手として地域コミュニ

ティへの期待が高まっています。
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　さまざまな問題がある中でも、近年、子どもや高齢者の見守り活動や自主防災活動など、市

民による自主的な取り組みが生まれ、地域の課題解決に大きな役割を果たしている地域も見ら

れます。

　このように、課題に対して住民が主体的に取り組む力が「地域力」であり、これからの地域

社会では、地域力の重要性が改めて認識されつつあります。行政による公平・均一なサービス

提供に加え、市民や事業者による地域の特性や課題に応じた取り組みが活発に行われることが、

すべての市民の安心・安全な暮らしを支えることにつながります。更には、それを礎とし市政

を運営していくことにより、これからの四国中央市の発展につながります。
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　戦後の急速な社会情勢の変化により、人と人との結びつきが弱まり、また、高度経済成長に

よる個人所得の増加や税収の伸びなどを背景に、これまで地域が担っていた公共サービスが、

市場の私的サービスと行政サービスに置き換わりました。その結果、自治会などをはじめとす

る従来からのコミュニティの機能が低下しました。

　一方、阪神・淡路大震災を契機とし、NPO法人や市民ボランティアの活動が注目され、日頃

からの地域活動が大切であることがこれまで以上に指摘され、NPO法人の数が増加するなど新

たなコミュニティとして認知されるようになりました。このことは、先の東日本大震災でも教

訓とされたところです。
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　これまでの行政提供型の公共サービスのあり方

を見直し、地域で出来ることは地域で行い、地域

だけで出来ないことは行政と協働で行うなど、補

完性の原理に基づく、多様な実施主体による公共

サービスの提供体制です。

　このような状況の中、組織力が

低下しつつある自治会などの地縁

型のコミュニティと、活動実績を

伸ばしつつある NPO法人や市民ボ

ランティアのテーマ型のコミュニ

ティが互いに連携することが、近

年、赱'20'01苗蒜という考えの下望

まれてきています。
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　意識調査において、「お住まいの地区（公民館区）で、将来的に課題となっていくと思われる

活動はどのようなことですか」との問いに対し、「防災、災害時の対応」と答えた人が最も多い

結果となりました。

　これは阪神・淡路大震災や先の東日本大震災が発生した際、行政だけによる対応、いわゆる

　自治会などは、自分たちの地域を住みやすくするため、生活環境の整備や福祉の向上などの

地域課題に取り組む組織として、市民生活に直結した重要な役割を担っている代表的なコミュ

ニティです。

　その自治会などの現状は、活動内容や活性化の現状において格差が見られます。活発に活動

を行っている自治会などでは、すでにさまざまな分野の課題解決に取り組み、住み良い環境が

整い、安全・安心の機能が高まっています。また、その活動に参加することで、人と人との触

れ合いが生まれ、交流が深まり、楽しみを共有する事例が多く見られます。

　しかしながら、自治会などへの加入者数の減少が大きな社会問題となっており、また、市民

意識調査においても、自治会などの会員数の増減についてを調査したところ、「少し減っている」

が３０％、「かなり減っている」が約１１％で、合わせて約４割の人が自治会などの会員数の減

少を感じているという結果が出ており、本市においてもその問題は、例外ではないことが数字

として表れました。

　なお、その要因としては、高齢化による活動への参加意欲の減少、自治会活動の形骸化、役

員への負担感、無関心層の増加などが考えられます。

公助の限界が顕著となり、自助、共助

の重要性が指摘されたことに伴い、市

民の災害に対する危機意識が、これま

でより明確になった結果であると思わ

れます。次いで、高齢者福祉の対応が

望まれており、少子高齢化社会への不

安が数字として表れています。
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　地域コミュニティを取り巻く環境の変化や課題などを踏まえ、将来像（目指すべき地域コミ

ュニティ像）及び基本方針（将来像を実現するための方針）を以下のとおり定めます。

47嫻鑚ヴき'43嫻鑚ɚ'39i'05跏48

滲褊'43理き

彌┦'39’蟷 赱'28'39紡〝

梍陋八 ボー¥莉'22'54'10坿娵1054603429'94八ランド

嫻鑚跏酖 ボー梍陋八'79曚Q'22'72'28'62'43跏酖ランド

G妹33 蒜妹33 苗妹'4339

647416'43流'73'28誘畑'40'69'72

'59'30'34'12'71

彌┦'391054603429'94'43362631

708306尤

坿娵'43曚筮'79椈裴'20'28坿

娵1054603429'94'34'12'71

赱'28'39紡〝

0Ħノ 嫻鑚ヴき'43嫻鑚ɚ'39i'05跏嫻鑚ヴき


